資料９　研究会における障害者団体からの要望等への対応と考え方

（ページ１）

１　対応済みの事項

　

要望内容１（ろうあ連盟）　緊急災害時のＬ字スーパーや、テロップ等により一つの場面で複数の情報が配信される場合でも、聴覚障害者へ本放送の内容を正しく伝えるために、字幕・手話を付与して欲しい
（対応・考え方）

ＮＨＫ　緊急災害時には、生命・財産を守る情報やよりきめ細かい情報をより早くより確実に入手していただけるよう、あらゆる手段を使って情報提供を行うことが必要と考えている。その一環としてテロップやＬ字画面といった手段を活用して必要な情報提供に努めているところであり、字幕・手話についても、当然のことながら最大限付与していく考えである。
民放　昨年の東日本大震災の際には、Ｌ字スーパーやテロップの実施中も、可能な限り字幕を付与していた。手話放送については、要望内容19及び21に対する回答のとおり実施に困難な点が多い。
総務省　行政指針においては、対象となる放送番組全てに字幕を付与することを求めており、Ｌ字スーパー等の有無により字幕を付与しなくて良いとしているものではない。
要望内容２（ろうあ連盟）　放送番組制作現場で障害者を活用する体制を築くべき
（対応・考え方）

ＮＨＫ　「ろうを生きる難聴を生きる」では司会の多くをろう者や難聴者にお願いし、「聞いて聞かせて」では、毎回、同じ弱視の方に司会をお願いしている。手話ニュースのキャスターについても14名中9名がろう者で、いずれの番組でもスタジオ出演だけでなく番組の制作に参画していただいている。また、車イス利用者が番組のディレクターとして長年、「福祉ネットワーク」などの番組制作に従事するなど、放送制作現場で障害のある方に様々な形で番組制作にかかわっていただいている。このほか、年に一度、番組企画委員会を開き、当事者団体の意見を伺ったり、キャスターの人脈で聾学校や手話サークルなどのろう者の方から、直接、番組への意見や要望を聞いていただくなどの取り組みも実施している。形は様々だが、今後ともこうした障害者の方々の番組制作への参画を通じて、放送番組の更なる充実に努めていきたい。
民放　障害者雇用については、障害者雇用促進法の定めるところに基づき各社対応している。なお、障害者向け放送については、可能な限り視聴者の方々のニーズを満たすよう制作している。
（ページ２）
要望事項３（ろうあ連盟）　字幕等の制作に資するため、既存の社会資源（例：情報提供施設）の活用を踏まえる必要があるのではないか。
（対応・考え方）

ＮＨＫ　収録済み番組については、長い年月をかけ、ほぼ100パーセント字幕を付与できる体制や設備を整備し、様々な状況に相当程度対応できる業務フローも確立し、安定的な運用を行っている。ニュースや生放送番組のリアルタイム字幕の拡充が課題であるが、リアルタイム字幕については、瞬時に正確に字幕化する必要があり、収録済み番組への字幕付与に比べて困難度が高い。既存の社会資源の活用にあたってはＮＨＫの編集方針や番組基準を深く理解するとともに発話を瞬時に正確に字幕化できるオペレーターの確保や設備、体制等を整えていることが条件となる。手話については、内容を正確に伝えることのできる高いスキルを持つ人材の確保が課題であり、施設の活用というより個別の人材確保の問題ととらえている。
民放　放送事業者だけでなく、社会全体で検討すべき課題と考える。
要望事項４（全難聴）　放送の編成に当たる人が視聴覚障害者向け放送の役割を自覚していないのは大きな問題
（対応・考え方）

ＮＨＫ　ＮＨＫでは「人にやさしい放送・サービスの拡充」に取り組んでいくことを24年度からの3か年の経営計画で掲げている。24年度の「国内放送番組の編集の基本計画」でも、字幕・解説・手話などの放送の拡充を重点事項の一つとしており、こうした認識のもと取り組みを進めているところである。また、「国内放送番組の編成計画」は編成局が編集責任を負っており、字幕放送、解説放送とも、放送時間数や対象番組を明記し、ＮＨＫのホームページでも公表している。
民放　期待値との間に差があるかもしれないが、視聴覚障害者向け放送の役割を理解し、実施している。
要望事項５（全難聴）　施策形成の場に障害者当事者の参画を保障する
（対応・考え方）

総務省　視聴覚障害者向け放送の普及については、閣議決定された「障害者制度改革の基本的な方向」及び改正障害者基本法(10条)も踏まえ、障害者各団体の参画を得て、本研究会において御議論を頂いている。

　また、これまで放送事業者と障害者団体との打合せ・意見交換の場としては、放送事業者等による全文字協（全国字幕放送普及推進協議会）と障害者団体との会合を総務省が仲立ちし開催してきたが、字幕のみならず解説等についても意見交換を行う必要が生じたことから、さらなるメンバーの拡充による新たな場の設定について検討を行っている。

要望事項６（ろうあ連盟）　ローカル局においても字幕放送を普及するよう、目標を設定して欲しい
（対応・考え方）

総務省　現行指針において、ローカル局の目標は、その経営規模等を踏まえ、広域局については、平成29年度までに対象の放送番組の全てに字幕付与、県域局については、できる限り目標に近づくよう字幕付与と設定しており、目標年度における達成に向けて各放送事業者が取り組んでいると認識している。
要望事項７（全難聴）　県域局における対応をどう実現するかを国として考えるべき
（対応・考え方）

総務省　県域局における字幕放送の充実は重要な課題であることから、総務省では現在、県域局の経営規模を踏まえ、字幕番組等制作支援において県域局に対して重点的な支援を行っているところである。
（ページ３）
要望事項８（全難聴）　日本の字幕放送は完璧を求めるために高コストになっているという話があるが、字幕のコスト削減のため、字幕の誤記は、１分以内に訂正すればよいとする免責条項を放送法上に設けるべき
（対応・考え方）

総務省　字幕の誤記も訂正又は取消しの放送（放送法第9条）の対象となるが、真実でないことが判明した場合の訂正又は取消しの放送の実施は、その判明した日から2日以内 と規定されているところ。
要望事項９（日盲連）　解説放送を充実し、健常者と同じようにテレビを楽しめるようにして欲しい（特に、ニュース報道番組、ドラマ、ノンフィクション、スポーツ番組）
（対応・考え方）

ＮＨＫ　平成24年度は23年度から10番組増やし、52番組（随時番組含む）で解説放送を実施することとしている。解説放送は事前準備にかなり時間がかかるため、生放送の番組に解説放送を実施することは難しく、現在はEテレの一部を除いて、生放送番組では解説放送を実施していない。まずは収録番組にできるだけ解説放送を実施していく計画で拡充を図っており、今後も拡充に努めていきたい。

参考　平成24年度の解説放送

（ニュース報道番組）現時点ではニュース･報道番組で解説放送は実施していない。

（ドラマ）「梅ちゃん先生 －連続テレビ小説－」、「平清盛」、「ドラマ１０」、「よる☆ドラ」、「ドラマアンコール」、「土曜ドラマ」ほか

（ノンフィクション）「ためしてガッテン」、「鶴瓶の家族に乾杯」、「趣味Do楽」、「団塊スタイル」、「東北発☆未来塾」ほか

（スポーツ番組） ロンドンパラリンピック

民放　東名阪の民間放送事業者は、解説放送拡充計画をそれぞれ策定し、目標値達成に向けて努力している。
総務省　解説放送の充実に向け、指針を策定し、目標の実現に向けた取り組みを放送事業者に対して求めているところである。各放送事業者（NHK、在京キー5局、在阪準キー4局、テレビ大阪、在名広域4局、テレビ愛知）においては、平成20～22年度において実施した試行結果を踏まえ、平成23年度より解説拡充計画を策定し、解説放送の拡充に取り組んでいる。総務省としては、民間放送事業者の取組を支援するため、放送事業者解説番組の制作費に対する助成を行っている。
要望事項１０（日盲連）　目標数値を達成するように放送局を監視して欲しい
（対応・考え方）

総務省　総務省では、毎年、字幕放送等の実施状況等を調査し、公表しており、各放送事業者の取り組みを社会的な評価に供している。
要望事項１１（日盲連）　解説放送充実のため、放送局に対して予算措置を講じて欲しい
（対応・考え方）

総務省　放送法上、各放送局は解説放送の充実に努めることとされており、指針を踏まえ、自ら定めた解説拡充計画に基づき解説放送を充実しているところであり、そのための予算措置は各事業者において支弁するものであると考える。

他方、総務省としては、民間事業者の取り組みを促す観点から、平成5年から解説番組を制作する者に対して、その制作費の一部を助成してきており(H23年約5626万円)、さらに平成23年度から助成率を上限である2分の1とし、重点的に対応している。

（ページ４）
要望事項１２（日盲連）　教育関連の放送についてはグラフなどを用いての説明が多くて分かりにくいため、解説を付与し分かりやすくして欲しい
（対応・考え方）

ＮＨＫ　解説放送の場合、主音声の隙間を利用して解説を付与する。隙間がない場合には、物理的に解説を付与できないため、グラフなどを用いる場合は、まずは主音声での説明で内容をご理解いただけるよう努力を重ねている。解説放送の拡充に取り組むなかで引き続みなさんのご意見をふまえながら努力・工夫を重ねていきたい。
民放　限られた放送時間の中では限界があるが、可能な限り音声での説明を行っている。
要望事項１３（日盲連）　過去３年間の解説放送の実績と今後の計画をみると、進展状況に差があるが、行政指針における目標値を達成する裏付けが放送事業者にはあるのか（単なる計画のための計画なのか）
（対応・考え方）

ＮＨＫ　総合テレビは毎年度0.2～0.3％、Ｅテレは0.6％ずつ拡充していく計画を策定している。必要な予算を確保したうえで着実に目標値を達成できるよう取り組んでいく。
民放　東名阪の民間放送事業者が策定した、解説放送拡充計画は、それぞれ根拠に基づいており、目標値達成に向けて努力している。
要望事項１４（ろうあ連盟）　当面、ＣＳ障害者放送統一機構の「目で聴くテレビ」による手話と字幕付加放送を補完放送として位置づけて支援する制度の創設も検討して欲しい
（対応・考え方）

総務省　ＣＳ障害者放送統一機構が行っている「目で聴くテレビ」に対しては、手話翻訳映像助成(H22から)、役務提供（リアルタイム番組字幕作成）助成(H14から)として補助金を交付(H22実績1717万円)し、支援を継続している。また、「目で聴くテレビ」を視聴するための受信装置（アイ・ドラゴン）については、障害者自立支援法に基づく日常生活用具給付制度の下、各自治体が日常生活用具と認めた場合、購入価格の9割が助成されている。
要望事項１５（老テク研）　放送局に字幕ボタン、字幕放送等の利用方法を紹介していただけるよう協力をお願いする。（「リモコンボタンの字幕を押してご覧下さい」というスーパーを流すなどの工夫の実施を期待する）

（対応・考え方）

ＮＨＫ　1月29日の「とってきおきサンデー」でリモコンの字幕ボタンの操作などについてご紹介するなど、字幕ボタンや字幕放送の利用方法については、これまでも様々な番組で周知を行ってきた。字幕放送番組や解説放送番組については、番組の冒頭で画面右上に字幕放送・解説放送と表示している。また、公開ホームページ、パンフレット、技研公開時に行う最新技術の紹介など、さまざまな方法で周知に努めている。
民放　地上デジタル放送への移行において、新たなテレビの機能として繰り返し周知を行った。今後も放送やホームページなどを通じて周知に努めていきたい。
要望事項１６（老テク研）　放送事業者には字幕放送や解説放送のことを知らない国民に対する啓発をもう少し頑張って欲しい
（対応・考え方）

ＮＨＫ　平成23年7月24日の地上デジタルの移行にあわせて、「デジタルＱ」や「デジタルテレビライフがやってきた」といった番組等で、リモコンの使い方を含めて字幕放送・解説放送の周知を図ってきたほか、ホームページや冊子も活用して周知に努めてきた。また、1月29日には「とってきおきサンデー」で字幕・解説・手話の“人にやさしい放送”についてのＮＨＫの取り組み、リモコンの字幕ボタンの操作などについてもご紹介したところである。引き続き、様々な手段や場を活用して周知に努めていきたい。
民放　地上デジタル放送への移行において、新たなテレビの機能として繰り返し周知を行った。今後も放送やホームページなどを通じて周知に努めていきたい。
要望事項１７（老テク研）　高齢者への情報学習支援の仕組みをつくって欲しい
（対応・考え方）

総務省　（本研究会が取り扱う課題とは異なるが）高齢者の情報学習支援については重要と考え、リテラシーの向上等について所要の施策を講じているところであり、引き続き取り組みを進めたい。
以上
